2013北海道人事委員会勧告に関わる声明
1． 北海道人事委員会は10月４日、公民較差について、公務より民間が給与削減前で839円(0.21%)、削減後で21,963円(5.79%)高いが、民間給与や国家公務員等の給与の状況など情勢等を勘案し、一時金については削減前でおおむね均衡していることから、月例給及び一時金ともに改定を見送る報告を行った。また、公的年金の支給開始年齢引き上げにともない、再任用職員の待遇については単身赴任手当及び住居手当を支給する、獣医師の安定的な人材確保のため、初任給調整手当を引き上げると勧告を行った。一方、独自削減については、報告の冒頭「はじめに」において、これまでより一歩踏み込み、「早期の適正な給与水準の確保が強く望まれる」と言及した。
2． 地公三者共闘会議（全道庁労連、北教組、自治労道本部）は、2013道人事委員会勧告に向け、独自削減の停止、月例給の水準維持と生活を守る一時金支給月数の改善を要求してきた。独自削減前給与は民間との比較で昨年に続きプラス較差となり、さらに、実際我々が手にしている独自削減後の給与は、民間給与より大きく下回っている実態にあるにも関わらず、人事委員会が改定を行わなかったことは、第三者機関としての役割を果たしておらず、強く抗議する。
3． 一方、募集しても応募者が集まらず、欠員状況で過酷な労働を強いられていると訴え求めてきた獣医師の処遇改善について、安定的な人材確保のため、初任給調整手当が改善され全国一の給与水準としたことは、受け止める。また、再任用制度の義務化・拡充における給与について、人事院が「報告」に止まったことに対し、人事委員会が、自宅からの通勤が困難となる場合を想定して、単身赴任手当及び住居手当を支給する「勧告」を行なったことは、一定、受け止める。しかし、寒冷地手当やその他生活関連手当等の支給が勧告されなかったことは、来年度より無年金となる職員の生活をなんら考慮したものとなっておらず、抗議する。
4． さらに、労使間での経過があり、話し合いが行われている昇給制度の見直しや勤務実績に基づく給与制度の取扱いについて要請したことは、公平性、中立性を欠いたものであり、不満である。また、人事院報告に準じ給与制度の総合的見直しの検討をすすめるとしたことも容認できない。その他、公務運営に関する報告では、「採用から退職までの視点に立った人事管理」や「その他の勤務環境に関する課題」、「公務員制度改革に関する動向」について触れられている。特に、「その他の勤務環境に関する課題」において、「時間外勤務の縮減」として、業務量などに応じた適正な人員配置や再任用職員の有効活用、また、時間外勤務手当の必要な予算確保について言及しており、今後道当局へ具体的な取り組みを進めていくよう強く求めていく。
5． 灯油価格をはじめとした円安による物価の上昇は生活を直撃しており、今後公務員労働者の給与が据え置かれ、多くの民間労働者に波及することになれば、北海道経済にも大きな影響を及ぼすことが想定される。
地公三者共闘会議は、道及び道教委に対し、道内経済への影響も十分考慮して道職員の給与決定を行うよう求めるとともに、人事委員会において、昨年より踏み込み、「早急の適正な給与水準の確保が強く望まれる」と冒頭で要請したことを重く受け止め、厳しい生活を長期間にわたって強いられ、７月からは更なる削減が行われている組合員・家族の実態を考慮した誠意ある労使交渉を強く求め、諸要求の実現に向けた取り組みに組織の総力を挙げていく。
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